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課題１－①：届出の照合・集約作業の効率化
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・現在、病院等から提出のあった届出は、都道府県等及び国立がん研究センターがそれぞれで審査・整理を行っ
た上で、全国がん登録データベースに記録されている（法第8条及び第９条）。

・審査・整理にあたっては、複数の医療機関からの届出を照合し患者を名寄せする作業が必要であり、現在はシ
ステム上で、４情報（氏名・住所・性別・生年月日）を使って候補者を絞り込んだあと、住所変更等で一致し
ない項目がある場合は、目視で確認作業を行っている。

・これらについては、目視での確認作業に相当な労力と時間を要しているほか、見落としによる照合漏れが発生
する可能性が高いことから、その効率化が課題とされている。

課題の整理



課題１－①：届出の照合・集約作業の効率化
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①病院
（全て）
②診療所
（手上げ方式）

都道府県 国（国立がん研究センター）

全国がん登録データベース

罹患情報
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○全国がん登録情報の届出手続においては、以下の通り都道府県及び国立がん研究センターにおいて、届出情報の度

都合が行われている。



課題１－①：届出の照合・集約作業の効率化
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（１）オンライン資格確認の導入

①保険医療機関等で療養の給付等を受ける場合の被保険者資格の確認について、個人番号カードによるオンライン資格確認を導入する。

②国、保険者、保険医療機関等の関係者は、個人番号カードによるオンライン資格確認等の手続きの電子化により、医療保険事務が円
滑に実施されるよう、協力するものとする。

③オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局の初期導入経費を補助するため医療情報化支援基金を創設する（次頁参照）。

（２）被保険者記号・番号の個人単位化、告知要求制限の創設

①被保険者記号・番号について、世帯単位にかえて個人単位（被保険者又は被扶養者ごと）に定めることとする。
これにより、保険者を異動しても個々人として資格管理が可能となる。

※ 75才以上の方の被保険者番号は現在も個人単位なので変わらない。

②プライバシー保護の観点から、健康保険事業とこれに関連する事務以外に、被保険者記号・番号の告知を要求することを制限する。

※ 告知要求制限の内容（基礎年金番号、個人番号にも同様の措置あり）
①健康保険事業とこれに関連する事務以外に、被保険者記号・番号の告知を要求することを制限する。
②健康保険事業とこれに関連する事務以外で、業として、被保険者記号・番号の告知を要求する、又はデータベースを構成すること
を制限する。これらに違反した場合の勧告・命令、立入検査、罰則を設ける。

「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」概要

保険者

被保険者番号
被保険者番号

資格情報
提示

オンラインによる資格照会

資格情報を提供

電子証明書
被保険者の資格を保険者間で履歴管理

全レセプトを資格確認、正しい保険者に振分け

支払基金・国保中央会

資格情報

被保険者番号

保険証

加入者(患者)

保険医療機関等

資格情報等の管理について
支払基金・国保中央会に委託

個人番号カード
（マイナンバーカード）

または

資格情報

資格情報を履歴管理

資格確認の導入

【期待される効果】

資格の過誤請求等の削減

事務コストの削減 等

個人番号カードは預からない

ピッ

プライバシー保護の観点から、健康保険事業・関連事務以外に
被保険者番号の告知の要求を制限する措置を創設

「医療情報化支援基金」（次頁）により、
システム整備等を行う医療機関等を支援

※ 被保険者記号・番号の個人単位化、告知要求制限の創設については令和２年度より施行。



課題１－①：届出の照合・集約作業の効率化
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○高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）
（被保険者番号等の利用制限等）

第百六十一条の二 厚生労働大臣、後期高齢者医療広域連合、保険医療機関等、指定訪問看護事業者その他の後期高齢者医療の事業又は
当該事業に関連する事務の遂行のため被保険者番号等（保険者番号（厚生労働大臣が後期高齢者医療の事業において後期高齢者医療広
域連合を識別するための番号として、後期高齢者医療広域連合ごとに定めるものをいう。）及び被保険者番号（後期高齢者医療広域連
合が被保険者の資格を管理するための番号として、被保険者ごとに定めるものをいう。）をいう。以下この条において同じ。）を利用
する者として厚生労働省令で定める者（以下この条において「厚生労働大臣等」という。）は、当該事業又は事務の遂行のため必要が
ある場合を除き、何人に対しても、その者又はその者以外の者に係る被保険者番号等を告知することを求めてはならない。

２ 厚生労働大臣等以外の者は、後期高齢者医療の事業又は当該事業に関連する事務の遂行のため被保険者番号等の利用が特に必要な場
合として厚生労働省令で定める場合を除き、何人に対しても、その者又はその者以外の者に係る被保険者番号等を告知することを求め
てはならない。

３～６ （略）

○高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成十九年厚生労働省令第百二十九号）
（法第百六十一条の二第一項の厚生労働省令で定める者等）

第百十八条の三 （略）
２ 法第百六十一条の二第二項の厚生労働省令で定める場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。
一～三 （略）
四 国立研究開発法人国立がん研究センターが、がん登録等の推進に関する法律（平成二十五年法律第百十一号）第二十三条第一項の

規定に厚生労働大臣から委任を受けた事務を行う場合
五 がん登録等の推進に関する法律第二十四条第一項の規定により都道府県知事から事務の委任を受けた者が、当該事務を行う場合
六～十二 （略）

○全国がん登録に係る事務は、被保険者番号等の利用が特に必要な場合として高齢者の医療の確保に関する法律施行

規則第118条の３第２項第４号及び第５号において定められており、告知要求制限の適用を受けない。



課題１－①：届出の照合・集約作業の効率化
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・罹患情報届出の照合作業の効率化等に資するための方策について、一意性のある番号として被保険者番号の収
集・活用に向けて調整を進めてはどうか。

検討に当たっての論点（案）
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課題１ー②：住所異動確認調査の円滑化
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・住所異動確認調査は法令に基づく調査であるが、国立がん研究センター及び大学病院等の都道府県がん登録室
が住民基本台帳法上の「国」及び「都道府県（自治体）」に該当しないこと等を理由に、市区町村において調
査への対応を拒まれる場合があり、調査の円滑化が課題とされている。

・また、当該調査事務は、国立がん研究センターから通知を受けた都道府県が、封書にて、市区町村に対して住
所異動確認調査票を送付し、住民票等の交付を請求、市区町村から返送された住民票等の写しを参照し、その
結果を全国がん登録システムの端末に入力するなどしており、その効率化・デジタル化を検討することが必要で
ある。

課題の整理



課題１ー②：住所異動確認調査の円滑化
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○全国がん登録における個人同定のための住所異動確認調査について（令和４年6月6日国がん発第15515号（各
都道府県知事あて国立研究開発法人国立がん研究センター理事長通知）

○住所異動確認調査は、がん登録推進法第10条及び第13条、住民基本台帳法（平成42年法律第81号）第12条の２第１

項及び第15条の４第２項に基づき、毎年国立がん研究センターから都道府県に通知され、通知を受けた都道府県が

市町村に住民票等の写しを請求することにより実施されている。



課題１ー②：住所異動確認調査の円滑化
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○がん登録等の推進に関する法律（平成25年法律第111号）
(厚生労働大臣の権限及び事務の委任)
第二十三条 次に掲げる厚生労働大臣の権限及び事務は、国立研究開発法人国立がん研究センター(以下「国立がん研究センター」という。)に行わせる

ものとする。
一 第五条第一項、第八条第一項、第九条、第十条、第十二条第一項、第十三条、第十四条並びに第十五条第一項及び第二項に規定する権限及び事務
二 第十七条の規定による提供に係る権限及び事務(全国がん登録情報の提供の決定及び当該提供を行おうとするときにおける意見の聴取を除く。)、第

二十一条第一項から第四項までに規定する権限及び事務(全国がん登録情報の提供の決定を除く。)並びに同条第五項、第六項及び第七項(同条第一項か
ら第三項までの規定による提供を行おうとするときに係る部分を除く。)に規定する権限及び事務

2 前項の場合においては、第十五条第二項中「厚生労働大臣」とあるのは「国立研究開発法人国立がん研究センター」と、「審議会等(国家行政組織法
(昭和二十三年法律第百二十号)第八条に規定する機関をいう。)で政令で定めるもの」とあるのは「合議制の機関」と、同条第三項中「審議会等」とあ
るのは「合議制の機関」と、第十七条第二項中「厚生労働大臣」とあるのは「国立研究開発法人国立がん研究センター」と、「第十五条第二項に規定
する審議会等」とあるのは「第二十三条第二項の規定により読み替えて適用する第十五条第二項の合議制の機関」と、第二十一条第七項中「厚生労働
大臣」とあるのは「国立研究開発法人国立がん研究センター」と、「第一項から第三項までの規定による提供、第四項の規定による匿名化若しくは提
供又は第五項の規定による匿名化」とあるのは「第四項の規定による匿名化若しくは提供又は第五項の規定による匿名化」と、「第十五条第二項に規
定する審議会等」とあるのは「第二十三条第二項の規定により読み替えて適用する第十五条第二項の合議制の機関」とする。

(都道府県知事の権限及び事務の委任)
第二十四条 都道府県知事は、次に掲げる当該都道府県知事の権限及び事務を行うのにふさわしい者として政令で定める者に、これらの権限及び事務を

行わせることができる。
一 第六条第一項、第八条、第十条第二項、第十三条第二項及び第十六条に規定する権限及び事務
二 第十八条第一項、第十九条第一項、第二十条並びに第二十一条第八項及び第九項の規定による提供に係る権限及び事務(当該提供の決定及び第十八条

第一項第三号の規定により同項第二号に掲げる者に準ずる者を定めるものを除く。)
三 第二十二条第一項及び第三項に規定する権限及び事務(都道府県がんデータベースの整備に係る決定、都道府県がんデータベースに記録し、及び保存

する情報の対象範囲の拡大に係る決定並びに同項の匿名化の方法に係る決定を除く。)
2 前項の規定により第十条第二項又は第十三条第二項の事務の委任が行われた場合においては、第十条第一項又は第十三条第一項中「関係都道府県知

事」とあるのは、「関係都道府県知事から第二十四条第一項の規定により権限及び事務の委任を受けた者」とする。

○がん登録推進法第23条は、法第10条第２項及び第13条第２項における厚生労働大臣の権限及び事務を国立がん研究

センターに委任するものとしており、また法第24条は第10条第２項及び第13条第２項における都道府県知事の権限

及び事務を、政令で定める者に委任できることとしている。



課題１ー②：住所異動確認調査の円滑化
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・住所異動確認調査が法令に基づいて実施されている調査である旨を、改めて国から市区町村へ周知徹底しては
どうか。

・その上で、当該調査に係る事務負担を軽減するため、デジタル化を含め必要な見直しを検討してはどうか。

検討に当たっての論点（案）
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課題２ー③：全国がん登録情報等の国外提供に係るルールの明確化
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・全国がん登録情報等の国外提供については、がん登録推進法等において明確な規定がなく、これまでも行わ
れてきていなかった。こうした現在の運用については、国外での情報漏洩等を防止し、基本理念である情報
の厳格な保護に資する反面、国際共同研究や国際機関へのデータ提供の機会が制限され十分な活用ができて
いないという指摘があった。

・これを踏まえ、令和３年9月29日第17回厚生科学審議会がん登録部会において、現行法における当面の運用
として、法第17条第１項第２号に基づく申出について、一定の要件を満たす場合に国外適用を可能とする対
応案を提示し、了承を得たところ。

・一方で、「国外にある第三者を直接の提供依頼申出者とする申出については、がん登録推進法に基づく安全
管理措置等の実効性の担保について懸念があることから、現時点では提供を不可」とされ、引き続きの検討
が求められている。

課題の整理



がん登録推進法第17条に基づく国外提供のイメージ

 国外にある第三者を直接の提供依頼申出者とする申出については、がん登録推
進法に基づく安全管理措置等の実効性の担保について懸念があることから、現
時点では提供を不可とし、引き続き慎重な検討を行う。

全国がん登録情報
厚生労働大臣

国外にある第三者

提供不可

 第17条第１項第２号に該当する委託を受けた者等が外国政府又は日本が加盟し
ている国際機関等の公的機関であって、かつ、委託等を行う国の行政機関若し
くは独立行政法人が提供依頼申出者となり共同で責任を負う場合について、国
外提供が可能。

全国がん登録情報
厚生労働大臣

提供先

外国政府又は日本が加盟して
いる国際機関等の公的機関

※第17条第１項第２号に該当

提供可能

本対応方針案における、「国外提供」の考え方

国の行政機関若しく
は独立行政法人

※提供依頼申出者

共同で責任を負う 16

第17回 厚生科学審議会がん登録部会

令和３年９月29日
資料１
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①国のがん対策の企画立案等に必要な調査研究のための利用等の場合（第17条第１項）

厚生労働大臣は、国のがん対策の企画立案又は実施に必要ながんに係る調査研究のため、これに必要な限度で、全国がん登録データベースを用いて、全国がん登
録情報又は特定匿名化情報を自ら利用し、又は次に掲げる者に提供することができる。ただし、当該利用又は提供によって、その情報により識別をすることができ
るがんに罹患した者又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。

一 国の他の行政機関及び独立行政法人(独立行政法人通則法(平成十一年法律第百三号)第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。次号において同じ。)
二 国の行政機関若しくは独立行政法人から国のがん対策の企画立案若しくは実施に必要ながんに係る調査研究の委託を受けた者又は国の行政機関若しくは独立

行政法人と共同して当該がんに係る調査研究を行う者
三 前号に掲げる者に準ずる者として厚生労働省令で定める者

課題２ー③：全国がん登録情報等の国外提供に係るルールの明確化

（参考）全国がん登録情報等の提供に係る規定

②その他の調査研究のための利用等の場合（第21条第３項 非匿名化情報の場合）

3 厚生労働大臣は、がんに係る調査研究を行う者から二以上の都道府県に係る都道府県がん情報の提供の求めを受けた場合において、次に掲げる要件のいずれにも
該当するときは、当該がんに係る調査研究に必要な限度で、全国がん登録データベースを用いて、全国がん登録情報の提供を行うことができる。この場合においては、
第十七条第一項ただし書の規定を準用する。

一 当該がんに係る調査研究が、がん医療の質の向上等に資するものであること。
二 当該がんに係る調査研究を行う者が、がんに係る調査研究であってがん医療の質の向上等に資するものの実績を相当程度有すること。
三 当該がんに係る調査研究を行う者が、当該提供を受ける全国がん登録情報を取り扱うに当たって、がんに罹患した者の当該がんの罹患又は診療に係る情報に関

する秘密(以下「がんの罹患等の秘密」という。)の漏えいの防止その他の当該全国がん登録情報の適切な管理のために必要な措置を講じていること。
四 当該提供の求めを受けた全国がん登録情報に係るがんに罹患した者が生存している場合にあっては、当該がんに係る調査研究を行う者が、当該がんに罹患した

者から当該がんに係る調査研究のために当該全国がん登録情報が提供されることについて同意を得ていること。

③その他の調査研究のための利用等の場合（第21条第４項 匿名化情報の場合）

4 厚生労働大臣は、がんに係る調査研究を行う者から二以上の都道府県に係る都道府県がん情報につき匿名化が行われた情報の提供の求めを受けた場合において、
次に掲げる要件のいずれにも該当するときは、当該がんに係る調査研究に必要な限度で、全国がん登録データベースを用いて、全国がん登録情報の匿名化及び当該匿
名化を行った情報の提供(当該提供の求めを受けた情報が特定匿名化情報である場合にあっては、その提供)を行うことができる。この場合においては、第十七条第一
項ただし書の規定を準用する。

一 当該がんに係る調査研究が、がん医療の質の向上等に資するものであること。
二 当該がんに係る調査研究を行う者が、当該提供を受ける全国がん登録情報の匿名化が行われた情報を取り扱うに当たって、当該匿名化が行われた情報について、

その漏えい、滅失及び毀損の防止その他の適切な管理のために必要な措置を講じていること。



課題２ー③：全国がん登録情報等の国外提供に係るルールの明確化

18

・法第17条第１項第２号に基づく申出のうち、一定の要件を満たす場合に国外提供を可能とする現在の対応に
ついて、がん登録推進法の整備も含め、更なる安全性の確保に向けて必要な対応を検討することとしてはど
うか。

・さらに、国のがん対策の企画立案又は実施に必要ながんに係る調査研究以外の利用や、国外にある第三者を
直接の提供依頼申出者とする利用等について、個人情報保護法等の他の制度との整合性、提供依頼申出者の
属性、安全管理措置等の実効性等の観点から、どのようにすべきか。

検討に当たっての論点（案）



2021年4月1日

課題２．全国がん登録情報等の利用
及び提供について

③全国がん登録情報等の国外提供に係るルールの明確化
④法第20条に基づいて提供された情報の取扱い

19



前回の議論：法第20条に基づいて提供された情報の取扱い

・全国の病院等から収集された全国がん登録情報は、第20条に基づき、都道府県がん登録室から、届出施設の
院内がん登録を取扱う管理室に還元されている 。

・第20条に基づき各病院に提供される情報は、第30条から第34条に基づく管理が求められることから、目的
外利用となる診療録への転記が許されていない。

・一方で、第20条に基づき各病院に提供される情報のうち、特に生存確認情報（死亡及び死因情報）は、病院
等で生存確認調査を行うことが難しく、また、死亡情報の有無は治療法の評価に直結するなど医学研究にお
いて重要なデータであり、実務上、診療録への転記に係るニーズが大きいことから、第20条に基づいて提供
された情報の取扱いが課題とされている。

・特に、保有期間については第32条の規定による制限を受けるため、最長で15年間とされており、院内がん登
録に還元した場合等における当該保有期間の考え方についても見直しが課題とされている。

課題の整理

20

・法第20条に基づいて提供された情報（特に生存確認情報）を診療録へ転記できる体制の整備について、どの
ように考えるべきか。特に転記された情報について、がん登録推進法との関係をどのように考えるか。

・また、院内がん登録への情報の還元及び診療録への転記において、還元又は転記後の情報に保有期間を設け
ることの、実務上の必要性や適正について、どのように考えるべきか。

検討に当たっての論点



法第20条に基づいて提供された情報の取扱い

第12回 厚生科学審議会がん登録部会

平成30年６月28日

資料１

（抜粋）

○平成30年のがん登録部会において、

・第20条に基づいて提供された情報は、第30条から34条までの規定の適用を受けること

・特に第32条により、保有期間の制限を受けること

・保有期間を遵守するためには、その適切な管理や利用、保有等にあたっては、院内がん登録ＤＢ以外への転記や第

三者提供は不可と整理すべきであることが示された。

21

第20回 厚生科学審議会がん登録部会

令和４年８月５日
資料１



法第20条に基づいて提供された情報の取扱い

第12回 厚生科学審議会がん登録部会

平成30年６月28日

資料１

（抜粋）
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第20回 厚生科学審議会がん登録部会

令和４年８月５日
資料１



４．法第20条に基づいて提供された情報の取扱い

20条の概要

提供の流れ 都道府県知事 → 病院等

利用目的 ・院内がん登録
・その他がんに係る調査研究

提供の判断

・都道府県知事には提供義務がある。
※第18条及び21条に基づく提供は「できる」規定
・ただし、患者又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそ
れがあると認められるときはこの限りではない。

申出に係る手続
・法律上に規程はない。
・提供マニュアルにおいて「必要に応じて審議会等に意見を
聴く」こととされている。

安全管理措置等

・提供を受けた病院等は、第30条～34条の規定が適用される。
・特に第32条において、保有期間の制限を受ける。
・また、安全管理措置（第30条）について、調査研究への利
用にあたっては、提供マニュアルにおいて、非匿名化情報
の取扱いに準じた安全管理措置を求めている。ただし、院
内がん登録に利用する場合には、院内がん登録運用マニュ
アルに従った管理で良い。

（※）院内がん登録運用マニュアルでは、PCの生体認証や二
重に独立した区画といった安全管理措置は求められてない。

〈課題〉

・診療録や診療記録への転記、その他のDBへの転記

を行いたいが、第30条から第34条までの規定に基づ

いた管理（特に保有期間の遵守）の観点から認めら

れていない。

・院内がん登録DBへの転記にあたっては、保有期間

の制限を受けることになるが、この必要性について

疑義がある。

・第20条に基づき提供された情報に求められる安全管

理措置基準が、マニュアル上明確でない。

・第20条により提供される生存確認情報には、生存す

る個人に関する情報と死者の情報の両方が含まれる

ところ、特に後者の研究利用等にあたって、同様の

基準の安全管理措置を求めることについて、疑義が

ある。

○がん登録等の推進に関する法律（平成25年法律第111号）
（病院等への提供）
第二十条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の病院等における院内がん登録その他がんに係る調査研究の

ため、当該病院等の管理者から、当該病院等から届出がされたがんに係る都道府県がん情報（厚生労働省令で
定める生存確認情報及び厚生労働省令で定める当該病院等に係る第五条第二項に規定する附属情報に限る。）
の提供の請求を受けたときは、全国がん登録データベースを用いて、その提供を行わなければならない。この
場合においては、第十七条第一項ただし書の規定を準用する。
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第20回 厚生科学審議会がん登録部会

令和４年８月５日
資料１



【これまでの主なご意見】（還元された情報の活用の必要性について）

• がん患者の最終的な予後情報は極めて重要。学会等では予後調査に関して非常に苦労している。各学会のDB（臓器別が

ん登録DB等）が全国がん登録DBと連結できないということで、病院診療録から予後情報を取得できると期待されたが、

法20条の問題でがん登録の予後情報を診療録に記載できず、正確な予後の把握が困難となっている。学会での登録は病

院からの報告のみに頼るため、転居等によって正確な予後が把握しにくく、苦労しているのが現状。診療録において、

予後情報が明確になることで、学会登録等の予後調査が明確になることが期待される。

• 院内がん登録あるいは多くの学会が実施しているレジストリー研究等についても予後調査は実施しているし、可能な限

り情報を診療録に転記する方針としている。診療録に転記できない理由は、機微ながん情報が漏えいすることに対する

リスク管理に拠るが、診療録への記載にどれくらいリスクが含まれるか。確かに診療録は機微な個人情報の塊だが、死

亡情報のみを漏えい対象として特段厳しく保護するものではないのではないか。情報セキュリティーは時々問題になる

が、診療録システムは最も情報漏えいに対して厳しく対応しているところ。診療録と予後情報の連携によって、正しい

がん情報に基づいた様々な治療措置と予防措置が講じられることのメリットは大きい。

• 診療録に予後情報が記載されないと、診療録上でいつまでも患者が生存している状況となり問題である。

• 診療録に転記できないとは法律上に何も書かれていない。なぜ転記できないかというと、転記した場合に、その情報の

保存期間と第三者提供の制限について、情報の管理が難しくなるためである。制限を守るために診療録に転記しない方

がいいだろうという判断による。しかし、本当に５年または15年以上持っていてはいけないものなのか、匿名化した後

でも第三者提供してはいけないものなのか。

• 診療録に転記できない議論があった時は、診療録に転記することによる二次利用のリスクが議論された。しかし、転記

されないことによるデメリットのほうが大きいのであれば見直しが必要である。

課題２ー④ ：法第20条に基づいて提供された情報の取扱い
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課題２ー④ ：法第20条に基づいて提供された情報の取扱い

・現行法では、 20条に基づいて提供された情報も保存期間等の制限が掛かるため、実務上、日常的な診療録へ
の転記等は難しい。各病院で保有する診療録等の医療情報を充実させ、がんに係る研究を促進することは、
がん登録推進法の理念に合致するところであるから、20条に基づき提供された情報について、診療録に転記
する等の利活用ができるよう、必要な見直しを行い、がん登録推進法等の規定の整備を含め、対応を検討す
る。

・その際、20条に基づいて提供された情報の保有期間について、実務上の必要性や適正を勘案し、必要な見直
しを行う。

・また、20条に基づいて提供された情報のうち、当該病院の診療録で保有していない情報は特に生存確認情報
であるから、個人情報保護法上の「個人情報」の考え方も踏まえた上で、適切な安全管理の在り方を検討す
る。

対応方針（案）

25

【これまでの主なご意見】（対応方針について）

• 以前からこの議論はずっとなされている。現行法で認められない整理になるのであれば、法律を見直して診療録に転記

できるよう検討すればよいのではないか。

• がん登録を実施する立場からも、死亡日を別個に保存することは非常に煩雑で、正しい情報を正確に記録することが重

要。死亡情報は死亡したかどうかと、死亡日、死因の３つについて転記するか議論する必要がある。

• がん登録における情報の利活用と個人情報保護の観点があって、そのバランスを取る必要がある。情報の利活用として、

一つは主治医側あるいは診療録の整合性という議論、もう一つは臓器別がん登録の予後情報がなかなか手に入らない現

状の問題に対して、予後情報が利活用できれば正確かつ効率的に研究が進むという議論がある。診療録に書かれた情報

の第三者提供をどこまでできるのか含めたところで、議論できれば望ましい。



2021年4月1日

課題４ー②．
がん登録推進法施行前に収集され
た症例の予後調査の取扱い
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課題４ー②：がん登録推進法施行前に収集された症例の予後調査の取扱い

27

・院内がん登録は、全国のがん診療連携拠点病院等で実施されており、2007年から毎年、国立がん研究セ
ンターにおいて院内がん登録全国集計として報告書を作成・公表している。

・院内がん登録情報を基とした生存率集計の算出に当たっては、信頼性の高い生存率を算定するために、
患者の生存状況を把握する生存確認調査が必要となる。

・がん登録推進法施行後の症例については、法第20条による情報収集が可能である一方で、がん登録推進
法施行前の症例における生存確認調査については、市町村等へ調査を依頼することとなる※。

・これについては、市町村等の対応にばらつきがあり、都道府県別の生存状況把握割合に大きな差が生じ
ていることが課題とされている。

※ 国立がん研究センターにおいて、各病院から調査の付託を受け、一括して市町村に問い合わせる「予後調査支援調査」を実施している。

課題の整理

・法施行前の症例の予後調査について、市町村等から協力が得られるような方策及び調査の効率化に資す
る方策として、どのような対応が可能か、院内がん登録のがん登録推進法上の位置づけの検討と併せて、
対応を検討することとしてはどうか。

検討に当たっての論点（案）


